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 県内 150 現場で監督実施、現場違反率 40.7％ 

建設現場年末一斉監督を実施 

 

① 年末年始及び年度末に向けた労働災害の防止等を目的として、建設現場に対

して一斉監督を実施しました。 

② 監督を実施した 150 現場のうち、40.7%に労働安全衛生法違反が認められ、改

善を指導しました。 

③ 足場や高所の作業所からの墜落防止措置を適正に講じていなかったことに関

する違反が多く認められました。 

 

１ 一斉監督の実施 

 長崎労働局（局長黒田 正彦）管下の労働基準監督署（6 署）は、年度末に

向けて工事請負量が増加し建設業における労働災害の発生が懸念されること

から、次のとおり県内の建設現場に対して、一斉に監督を実施しました。 

① 対象 県内の建設現場 150 現場 

② 期間 平成 22 年 12 月 1 日～20 日 

 

２ 監督実施結果 

 (1) 実施件数 

 違反率 40.7%と昨年度より若干減少(昨年度 43.5%、△2.8 ﾎﾟｲﾝﾄ)しており、

全体として現場における安全管理水準の着実な前進が伺われました。 

 しかし、土木工事に比べ建築工事の違反が 30 ポイント程度高いという傾

向は昨年度と変わりありません。 

 

表１ 建設現場の違反状況 

 監督対象現場数 
労働安全衛生法 

違反現場数 
違反率（％） 

平成 22 年度 １５０ ６１ ４０．７

 

 

土木工事 ７６ １８ ２３．７

建築工事 ６７ ３８ ５６．７

平成 21 年度 １３８ ６０ ４３．５

 

 

土木工事 ８４ ２７ ３２．１

建築工事 ４５ ２９ ６４．４

 

 

 

 長崎労働局発表 
 平成２３年１月２８日 
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 (2) 違反の概要 

 違反の内容は、 

① 足場や高所の作業所からの墜落防止措置を講じていなかったもの 47 件 

② 元請事業者が下請事業者の管理を行っていなかったもの 37 件 

③ 車両系建設機械か適正に使用していなかったもの 12 件 

などの違反が多く、これらは建設業特有の請負形態や高所作業により発生す

る違反です。 

 

表２ 建設現場における違反の主な内容 

主な違反内容 
違反現場数(件)

主な内容 
22 年度 21 年度

【墜落・転落防止】 

足場や高所の作業床等か

らの墜落・転落防止措置が

行われていなかったもの 

４７

(31.3%)

３４

(24.6%)

・高所（2ｍ以上）作業において作業

床が設けられていない（安衛則 518）

・足場に適切な手すりが設けられてい

ない（安衛則 563、655） 

【安全衛生管理面】 

元請事業者が下請事業者

の管理を行っていなかっ

たもの 

３７

(24.7%)

３３

(23.9%)

・元方事業者等の講ずべき措置が行わ

れていない（安衛法 29、29 の 2、30）

【車両系建設機械】 

車両系建設機械を適正に

使用していなかったもの 

１２

(8.0%)

１１

(8.0%)

・パワー・ショベルによる荷のつり上

げなど本来の用途外に使用している

（安衛則 164） 

・運転者が運転席から離れるときにバ

ケットを地上に下ろしていない（安

衛則 160） 

【就業制限】 

就業制限、特別教育に係る

違反 

４

(2.7%)

２

(1.4%)

・クレーン（つり上げ荷重１t 以上）

の玉掛けの業務に無資格者を就かせ

ている（安令 20） 

【自主点検】 

自主検査に係る違反 

３

(2.0%)

８

(5.8%)

・車両系建設機械について１年以内に

１回、定期に検査を行っていない（安

衛則 169 の 2） 

【クレーン】 

クレーン取り扱いに係る違

反 

３

(2.0%)

５

(3.6%)

・移動式クレーンに接触の恐れのある

箇所に労働者を立ち入らせている

（クレーン則 74） 

※違反内容毎に現場数を計上しています。 

 

 (3) 作業停止命令等の概要 

 法令違反が確認された現場のうち、放置するこ

とにより労働者に急迫した危険があると認めら

れた 12 現場に対しては、作業停止又は立入禁止

などを命令する行政処分を行いました。 

命令件数 

平成 22 年度 １２

平成 21 年度 １２

表３ 作業停止命令の件数 
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３ 災害発生状況と今後の取組み 

 (1) 災害発生状況 

 長崎県内での建設業の死亡災害は、12 月 31 日現在で 2 件と確認できる範

囲（昭和 59 年以降）では最も少ない件数となっています。 

 また、死傷災害(注 1)は、12 月 31 日現在で 171 件（昨年同期 182 件）と対

前年比 6％減となっています。 

 しかしながら、土木工事では 76 件（昨年同期 61 件）と対前年比 24.6％増

と憂慮される状況にあります。（注１：死亡災害を含む休業４日以上の労働災害。） 

 

表４ 長崎労働局管内の労働災害発生状況（平成 22 年 12 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

※その他の建設には電気通信工事業、機械器具設置工事業などがあります。 

 

(2) 今後の取組み 

 全国的に死亡災害が増加傾向にあります。当局においてもこれ以上の死亡

災害発生を防止するため、業界団体、公共工事発注機関に対して労働災害発

生防止の緊急対策を要請しております。 

 また、県内の労働基準監督署においては、監督指導、作業計画の届出に伴

う調査を通じた労働災害防止対策の徹底を図ってまいります。 

 さらに、法令違反を繰り返す事業者や法令違反を原因とする重大な労働災

害を発生させた事業者、労働災害の発生を隠すなどの悪質な事業者に対して

は、司法処分も含めて厳正に対処していくこととしています。 

 

表５ 死亡災害発生状況（平成 22 年 12 月現在） 

 平成 22 年 前年同期 増減率 

全業種 
全 国 １，１１７ ９８５ 16.6% 

長崎県 １７ １７ ±0% 

 
建設業 

全 国 ３５２ ３３４ 5.4% 

長崎県 ２ ９ △77.8% 

※全国の数値については、平成２３年１月７日現在の速報値。 

 平成 22 年 前年同期 死傷災害

増減率 死傷災害 死亡災害 死傷災害 死亡災害 

建設業（計） １７１ ２ １８２ ９ △6.0%

 土木工事 ７６ １ ６１ ５ 24.6%

建築工事 ７５ ０ ９１ ３ △17.6%

その他の建設 ２０ １ ３０ １ △33.3%


